
東
日
本
大
震
災
に
係
る
災
害
復
旧
及
び
災
害
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
臨
時
の
交
付
金
の
交
付
に
関
す
る
法
律
案

に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
三
年
八
月
二
十
五
日

参

議

院

総

務

委

員

会

政
府
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
そ
の
実
現
に
努
め
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
本
法
施
行
後
、
早
急
に
予
算
措
置
を
行
い
、
予
算
確
定
後
、
速
や
か
に
特
定
被
災
市
町
村
に
対
す
る
交
付
金
を
交
付
す
る

こ
と
。

二
、
総
務
大
臣
が
交
付
金
の
交
付
に
係
る
基
本
方
針
を
策
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
「
自
由
に
使
え
る
交
付
金
」
と
い
う
制
度

趣
旨
に
沿
っ
て
、
交
付
金
を
充
て
る
こ
と
の
で
き
る
災
害
復
旧
復
興
事
業
等
の
経
費
の
範
囲
に
つ
い
て
、
特
定
被
災
市
町
村

の
あ
ら
ゆ
る
財
政
需
要
に
応
え
得
る
よ
う
極
力
制
限
を
し
な
い
こ
と
。

三
、
交
付
金
の
交
付
の
申
請
そ
の
他
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
特
定
被
災
市
町
村
の
現
状
等
に
鑑
み
、
極
力
簡
素
化
す
る
こ
と
。

四
、
災
害
復
旧
復
興
事
業
等
の
実
施
期
間
に
つ
い
て
は
、
十
分
な
年
限
が
確
保
で
き
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
。

五
、
大
規
模
災
害
に
よ
り
被
災
し
た
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
恒
久
的
な
財
政
措
置
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
地
方
分
権
を
推
進

す
る
観
点
か
ら
、
速
や
か
に
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


